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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

第２回 「第2期北海道創生総合戦略検証ワーキンググループ」

人口減少の「適応」対策について（参考資料）

地方独立行政法人北海道立総合研究機構建築研究本部

北方建築総合研究所地域研究部地域システムG 主査 石井 旭
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【公開用】

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

最初に：幸福度と住み続けの関係について 2

富良野市役所webページ「富良野市幸福度調査結果について」https://www.city.furano.hokkaido.jp/life/docs/8346.html?cat=/life/gyosei/city_oshirase/

⚫ 富良野市が第6次総合計画を策定するにあたり、富良野市独自で市民に対して幸福度調査を実施（道総研支援）
⚫ 2021年12⽉〜1⽉にかけて実施、合計889人（一般561人（回収率28.1％）、高校生328人（回収率55.2％））から回答

幸せ要員数と幸福
度の関係
幸せ要因数が多い
ほど幸福度が高い

幸福度と共住継続
意向との関係
幸福度が高いほど
居住継続意向を持
つ人の割合が高い

回答者属性と幸
福度の関係
40歳未満、女性、
富良野県外での居
住経験あり、非正
規雇用ではない方
の幸福度(1～7段
階)が高い

幸せを感じる要因
・おいしいものを飲み食いし
ているとき
・人に感謝されたり喜んでも
らえたりしたとき
・何かをやり遂げたとき
・家族や恋人と一緒に何か
をしているとき
・自然の美しさや心地よさ
に触れたとき
などが上位

⚫ 幸福度が高いほど住み続けたい人が多い
⚫ 自分が認められている、やりたいことができているときに幸福を感じる
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

人口減少の「適応」と「緩和」について

人口減少における緩和策と適応策
→緩和策・・・出生数や移住者の増加を促す取り組み
→適応策・・・人口が減少しても持続的な地域をつくる挑戦

主に「適応策」について（私見）

広域的
解決手法

自立的
解決手法

地理的な広域化や、複数の基礎自治体の資源を総合化・ネットワーク化
するなどにより、スケールメリットを発揮して解決する取り組み

個別の集落や基礎自治体等の単位において、
地域の人的、物的、金銭的資源をフル活用し、
サービスレベルや範囲を調整しながら実施するもの

引用：明治大学農学部教授小田切 徳美：「人口問題の「適応策」」,全国町村協会 コラム・論説, 第3256号, 令和5年10月9日
https://www.zck.or.jp/site/column-article/26011.html

地域の様々な方が産業や地
域運営に主体的に取り組む
状況を作り出す

移住者が移り住み、住民
が住み続ける「緩和策」に
つながるのではないか

参加意識向上
愛着の向上
幸福度向上
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

地域で行われる仕事

○行政職員減少の一方で市町村合併により広域化
○民間商店等は収益を確保できなければ撤退
○地域の産業は人口減少・高齢化で人材不足
○町内会等の地域自治は高齢化による人口減少＋リーダーになる人材不足
（もともと住民が片手間で運営、若者や女性の運営への参加が困難な構造）
→限られた人材の中でも地域を賄っていくことが必要

拠点運営 移動・交通

インフラ・施設維持管理 不定期のお仕事

STORE

祭

中
古

産業支援

災害対応

避難所

などなど
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

地域の運営に必要な「すき間」を
「新たな体制」で埋めていく必要がある

目指す地域の将来像

地
域
の
仕
事
に
必
要
な
労
力
の
規
模

【そだてる】【タネをまく】

変革期

10年 20年5年

移行期 安定・成熟期
【自立経営する】

複数産業間の
協業化へ

新しい共助主体
(地域運営組織)の
自立経営へ

民間ビジネス

公助

共助

自助

新たな共助

公共交通
（赤字補填）

小規模インフラ
の管理

各種地域施設
指定管理
など

運転者の
高齢化

高齢者
見守り 地域の

困りごと

協業化
域内産業

5

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

分野ごとの取り組み例

行政事務、インフラの運営管理、地域運営

産業分野

広域：農協や漁業等の広域化、流通ネットワーク形成

自立：協業化、複業化
→複数産業間の労働力の融通（初山別村 労働力調整協議会）
→地元派遣会社による人材融通（初山別村、中頓別町など特定地域づくり事業協同組合）

→建設業の複業化（松前町・昆布養殖）
→行政職員の副業化（日高振興局ナナイロひだかサポーター制度）
→すきま時間のマッチング（しごとコンビニ、デイワークなど）

広域：水道の広域化、広域交通網など。主に行政機関、民間事業者等が連携

自立：自律管理型水道、コミュニティカー・サポート交通、拠点運営、自治活動等。
主に共助～町内会や各種団体、地域運営組織（RMO）が主体
→道総研戦略研究「持続可能な農村集落の維持・向上と新たな産業振興に向けた対策
手法の確立」における水道、交通、地域運営組織の取り組み

→道内における地域運営組織の事例（北海道芽室町上美生 NPO上美生）

6
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

R2～R6 戦略研究
「持続可能な農村集落の維持・向上と新たな産業振興に向けた対策手法の確立」

暮らしと産業の好循環による安心して豊かに暮らし続けられる自立した地域を形成

ヒト モノ
集荷場 移動先

ヒト・モノ交通システム

起業支援ツールの検討

1.生活環境の維持 再編に関する研究

地域の自立に向けた自助・公助・共助の展開

地域水インフラ

医療機関
社協

家族(町内外)
見守り家庭

温度、明るさ、
人の動きなど

安否報告、異変通知

見守り・健康支援システム

2.地域資源を活用した産業づくり支援に関する研究

開発した手法の普及拡大
1)住民起業を支える手法の確立と検証 ・事業の事前評価

(町内波及効果)
・課題整理
・事業設計

・需要側分析 等

観光施設
整備

特産物
加工事業

自治体施策へコンサルティング

2)自治体の事業化戦略を支える
コンサルティング手法の検証と普及拡大

2)地域の移動資源を活用した交通シス
テム構築

3)「高齢者見守り・健康
支援システム」の実用化
に向けたシステム開発と

検証

地域運営組織の形成支援

○地域のインフラ管理
（水インフラ管理、除雪等）
○生活サービス運営

（交通等）
○持続性に資する収益事業

低コストで効率的な
地域運営の展開

1)2)で期待される効果
高齢者の安全・快適な

暮らしの実現

3)で期待される効果

1)2)で期待される効果

「共助」の展開

4)で期待される効果

生活サービス運営手法

共
助
を
促
す
公
助
の
仕
組
み

イ
ン
フ
ラ
管
理
手
法

4)地域運営組織の形成・活動プロセスに
関する研究多様な主体の参画

1)持続性の高い地域
水供給インフラの運
営・再編支援システ

ムの開発

コンサル手法の活用

自治体の産業振興計画立案支援・地域における産業振興推進
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4)地域運営組織の形成・活動プロセスに
関する研究多様な主体の参画

1)持続性の高い地域
水供給インフラの運
営・再編支援システ

ムの開発

コンサル手法の活用

自治体の産業振興計画立案支援・地域における産業振興推進
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道総研における地域研究 7

新たな地域運営のカタチを構築するための研究を実施

行政事務、インフラの運営管理、地域運営

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

地元高校生によるアセット情報のGIS化

小規模水道施設の運営から水インフラ維持管理を考える 8

１）持続可能性の高い水供給インフラの運営・再編支援システムの開発（R2-R6）

地域主体によるインフラ維持管理

➢ 小規模水道の課題と強みを把握し、
住民主体の管理方法を提案
（富良野市における高校生との実践）

地域主体と地元高校の協働

• 住民主体の管理体制や技術を提案
• 地域自律管理の支援体制づくり

地域にある人材・技能を活用した水道工事

市町村
水道
利用組合

地元工事
業者など

必要な支援体制は？

地域ステイクホルダー

地域水インフラの現状

ＮＰＯ

概ね100人規模
以下の小規模水道

水源は？

必要な設備は？

維持管理の
主体は？

再編方針…？

水インフラで今後重要となる自助・共助の形

○自立運営主体としての水道利用組合（集落内での自助・共助）

○水道利用組合の運営を支援する体制（広域の共助体制）

人口減少・施設老朽化
長すぎる管路網

すぐにでも
再編が必要

地域運営
組織

富良野高校・道総研らの活動がR5に第25回
日本水大賞・厚生労働大臣賞を受賞
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

交通と物流の融合（下川町と連携した取り組み）

人流と物流を統合して収益確保、人材の効率的活用、サービスの維持を実現
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

地域運営組織の形成支援

道総研では、モデル地域でのプロセスの検証を通して「実践ガイド」を作成予定(R6年度)
【1st】
地域課題把握・
将来見通し

【2nd】
地域活動の現状把握

【3rd】
事業検討・絞り込み

【4th】
組織事業評価

出典：総務省 地域運営組織webページ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html

全国の自治体の49.3％で結成、北海道は20.7%にとどまる（総務省R4調査結果）

①地域の現状調査
a.住基台帳によるヒトの移動と課題
b.空き家調査←役場
c.インフラ管理状況調査←役場
d.商店の営業意向調査
e.地域住民ヒアリングによる生活課題
と地域活動調査
③住民懇談会による検討
a.地域の現状と課題把握
b.目標像の検討
c.解決策の検討

②行政・地域おこし協力隊による
小規模実証

a.政策課題の実証(移動支援)
b.ニーズを踏まえ実証（生活支援）

④小規模実証
○住民が実施主体となった実証

⑤事業絞り込み・組織検討
・事業絞り込み
・拠点整備計画
・運営組織体制

条件不利地で
機能衰退

①ロジックモデルを用い
たアウトカム評価

10
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

道内先行事例）北海道芽室町上美生 NPO上美生
【経緯】
2014年 上美生地区協議会が10年後の上美生を

考えるチーム「上美生ほしぞらプラン会議」組成
2014年12月 高校生以上全員にアンケートを配布、

翌3月の地域づくりフォーラムで結果報告
2016年 Aコープ閉店を受け店舗再開を検討開始
2018年3月 「NPO法人上美生」設立
2018年5月店舗「みんなのお店KAMIBI」開店

（生鮮品、食品、雑貨、GS）
2019年 厨房「ふれあい広場ひだまり」形成
2020年 自家用有償旅客運送を申請、地域交通

「KAMI便」開始

【特徴】
・既存の共助組織である「上美生地区協議会」とは別に、地域の若手、移住者などを含めた「上
美生ほしぞらプラン会議」が地域のビジョン作成

・「住民全員」の意見を聞いて必要な事業を実施
・地域の課題として挙がった店舗再開、交流拠点、交通を解決するNPOを設立して事業運営

2023年度道総研まちづくり塾 蘆田千秋氏特別講演から筆者整理

11

みんなのお店KAMIBI
facebookページ

出典：みんなのお店KAMIBI webページ
https://www.facebook.com/KamibiForEverybody/

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

総務省 特定地域づくり事業協同組合 12

産業分野の取り組み

引用：北海道webページ特定地域づくり事業の推進について
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ckk/93744.html

本研究はJSPS科研費23K11593（研究代表者：石井旭）の助成を受けて調査したものです。



7

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

初山別村における労働力調整協議会と特定地域づくり事業協同組合

・一次産業における慢性的な人材不足
・平成28年に、初山別村商工会、オロロン農協初山別支所、北るもい漁協初山別
支所による「労働力調整協議会」が立ち上げ、
・平成30年４月に村内建設業者が派遣事業の許可を受け、一次産業への派遣事
業を開始
・R2年６月に「特定地域づくり事業協同組合」※の制度が創設
※総務省事業、地域の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出し、組合で雇用した職員を事業者に派遣

・R4.4に「初山別事業協同組合」設立、人材の融通開始

2022年初山別事業協同組合へのヒアリングより

13

本研究はJSPS科研費23K11593（研究代表者：石井旭）の助成を受けて調査したものです。

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

中頓別町における特定地域づくり事業協同組合
【経緯・ポイント】
・2020年 町内団体代表者会議で「人口減少とそれに伴う事業者の担い手不足」が
共通課題として提起
・2021年3月に「中頓別町版ハローワーク」実施
・2022年に特定地域づくり事業協同組合設立（町内団体が役員、役場が事務局）
・雇用者は主に移住者で、当組合は、地域の仕事の紹介と体験の場でもある（企業に
よるヘッドハンティング歓迎）
・キャリアアップ（経験などで昇給）の仕組み有り
→仕事が認められる達成感＋単なるパートではない責任感。
働き盛り世代の導入としても有効

2023年12⽉中頓別町へのヒアリングより

14

本研究はJSPS科研費23K11593（研究代表者：石井旭）の助成を受けて調査したものです。
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

建設業と漁業の複業化

⚫ 松前町の建設業者
が漁業権を得て漁
業（昆布養殖）に
参画

15

(株)菅原組webページ
昆布養殖事業

出典：株式会社菅原組webページ
https://www.sugawaragumi.co.jp/konbu/

本研究はJSPS科研費23K11593（研究代表者：石井旭）の助成を受けて調査したものです。

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

道職員の多能工化～ナナイロひだかサーポーター制度

出典：北海道日高振興局 ナナイロひだかサーポーター制度web
ページ
https://www.hidaka.pref.hokkaido.lg.jp/ts/tss/nanair
osupporter.html

⚫ 一人が単一の仕事をするのではなく
「多能工」として多様な仕事ができる仕
組みづくり

16

本研究はJSPS科研費23K11593（研究代表者：石井旭）の助成を受けて調査したものです。
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

人材と仕事のマッチング～東川町「しごとコンビニ」

（しごとコンビニweb「しごと
コンビニとは？」より引用）
⚫ 仕事を小さな単位の職
務（ジョブ）に細分化す
ることによりより多くの人
が身近な地域で働ける
環境を提供

⚫ 単なる人材不足の解消
や雇用創出の取り組み
にとどまらず（中略）多
様な世代の生きがい、幸
福度を高める取り組み

17

しごとコンビニwebページ

出典：東川町しごとコンビニwebサイト  https://higashikawa-sc.jp/
本研究はJSPS科研費23K11593（研究代表者：石井旭）の助成を受けて調査したものです。

北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

人材と仕事のマッチング～ 1日バイトデイワーク

（デイワークweb「1日農
業バイトデイワークとは？」
より引用）
⚫ 1日農業バイトデイワー
クは農家さんと求職者
を1日単位で結びつけ
るサービス

⚫ その地域に住む方々が
自分の休日を利用して
手伝う、本業を持って
いる方々が副業として
手伝う

18

デイワークwebページ

出典：デイワークwebページhttps://day.work/本研究はJSPS科研費23K11593（研究代表者：石井旭）の助成を受けて調査したものです。
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北海道立総合研究機構

地方独立行政法人

まとめ

人口減少に適応し多様な人材が活躍できる社会の創出に向けて

• 人材が様々なまちづくりや産業に気軽に参加・挑戦できる社会
的な仕組み
（地域運営組織、地域おこし協力隊、特定地域づくり事業協同組合、起業
支援、しごとコンビニ、デイワーク、兼業・副業許可、教育分野・総合的な学習
の時間、福祉分野・重層的支援体制等）

• まちづくりや産業に従事する方が、様々な関係者と話し合いなが
ら、これまでの仕事の内容・方法を見直して活動の間口を広げ、
様々な人材が参加できるようにする取り組み

• 道民のまちづくりや産業への参加意識の変革（必要・義務よりも
やりがい、挑戦）

19
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